
５ 虐待防止・高齢者の権利擁護

＜岡山県長寿社会課ホームページ掲載＞
● 岡山県高齢者虐待防止ガイドライン

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-27611.html

● 身体拘束のないケアの実現に向けて

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-41109.html

● ケア従事者のための身体拘束ゼロハンドブック

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-79991.html

● 養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況について

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-12918.html

Ⅰ 高齢者虐待防止法
１ 高齢者虐待防止法の成立

近年、我が国においては、介護保険制度の普及、活用が進む中、一方では高齢者に対する身

体的・心理的虐待、介護や世話の放棄・放任等が、家庭や介護施設などで表面化し、社会的な

問題となっています。

平成17 年11月１日に国会において「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等

に関する法律」（以下、「高齢者虐待防止法」という。）が議員立法で可決、成立し、平成18年

４月１日から施行されています。

２ 「高齢者虐待」の捉え方

（１）高齢者虐待防止法による定義

高齢者虐待防止法では、「高齢者」とは65歳以上の者と定義されています（高齢者虐待

防止法（以下特に法律名を明記しない限り同法を指します。）第２条１項）。

また、高齢者虐待を「養護者による高齢者虐待」及び「養介護施設従事者等による高齢

者虐待」に分けて次のように定義しています。

ア．養護者による高齢者虐待

養護者とは、「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」と

されており、高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等が該当すると考えられます。

養護者による高齢者虐待とは、養護者が養護する高齢者に対して行う次の行為とされ

ています。

ⅰ 身体的虐待：高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。
ⅱ 介護・世話の放棄・放任：高齢者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、養

護者以外の同居人による虐待行為の放置など、養護を著しく怠
ること。

ⅲ 心理的虐待：高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著
しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

ⅳ 性的虐待 ：高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為を
させること

ⅴ 経済的虐待：養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分することその
他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。
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イ．養介護施設従事者等による高齢者虐待

老人福祉法及び介護保険法に規定する「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従

事する職員が行う上記ⅰ～ⅴの行為です。

「養介護施設」又は「養介護事業」に該当する施設・事業は以下のとおりです。

高齢者虐待防止法に定める「養介護施設従事者等」の範囲（高齢者虐待防止法第2条）

区 分 老人福祉法による規定 介護保険法による規定

・老人福祉施設 ・介護老人福祉施設
・有料老人ホーム ・介護老人保健施設

養介護施設 ・介護療養型医療施設
・地域密着型介護老人福祉施設
・地域包括支援センター

・老人居宅生活支援事業 ・居宅サービス事業
・地域密着型サービス事業
・居宅介護支援事業

養介護事業 ・介護予防サービス事業
・地域密着型介護予防サービス事業
・介護予防支援事業

養介護施設 「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者
従事者等

（２）「高齢者虐待」の捉え方と対応が必要な範囲について

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待を上記のように定義していますが、これらは、広い

意味での高齢者虐待を「高齢者が他者からの不適切な扱いにより権利利益を侵害される状

態や生命、健康、生活が損なわれるような状態に置かれること」と捉えた上で、高齢者虐

待防止法の対象を規定したものということができます。

また、介護保険制度の改正によって実施される地域支援事業（包括的支援事業）のひと

つとして、市町村に対し、「被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業

その他の高齢者の権利擁護のための必要な援助を行う事業」（介護保険法第115条の４５

第1項第4号）の実施が義務付けられています。

このため、市町村は、高齢者虐待防止法に規定する高齢者虐待かどうか判別しがたい事

例であっても、高齢者の権利が侵害されていたり、生命や健康、生活が損なわれるような

事態が予測されるなど支援が必要な場合には、高齢者虐待防止法の取扱いに準じて、必要

な援助を行っていく必要があります。

３ 養介護施設の設置者、養介護事業者の責務

養介護施設の設置者及び養介護事業を行う者は、従事者に対する研修の実施のほか、利用者

や家族からの苦情処理体制の整備その他従事者等による高齢者虐待の防止のための措置を講じ

なければなりません（法第20条）。

４ 高齢者虐待の防止に向けた基本的視点

＜基本的な視点＞

（１）発生予防から虐待を受けた高齢者の生活の安定までの継続的な支援

高齢者虐待防止対策の目標は、高齢者を虐待という権利侵害から守り、尊厳を保持し

ながら安定した生活を送ることができるように支援することです。

高齢者に対する虐待の発生予防から、虐待を受けた高齢者が安定した生活を送れるよ

うになるまでの各段階において、高齢者の権利擁護を理念とする切れ目ない支援体制が

必要です。
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（２）高齢者自身の意思の尊重

高齢者虐待は児童虐待と異なり、「成人と成人」との人間関係上で発生することがほ

とんどです。「被害者－加害者」という構図に基づく対応ではなく、介護保険制度の理

念と同様、高齢者自身の意思を尊重した対応を行うことが必要です。

（３）虐待を未然に防ぐための積極的なアプローチ

高齢者虐待の問題では、虐待を未然に防止することが最も重要な課題です。そのため

には、家庭内における権利意識の啓発、認知症等に対する正しい理解や介護知識の周知

などのほか、介護保険制度等の利用促進などによる養護者の負担軽減策などが有効です。

また、近隣とのつきあいがなく孤立している高齢者のいる世帯などに対し、関係者に

よる働きかけを通じてリスク要因を低減させるなど、高齢者虐待を未然に防ぐための積

極的な取組が重要となります。

（４）虐待の早期発見・早期対応

高齢者虐待への対応は、問題が深刻化する前に発見し高齢者や養護者・家族に対する

支援を開始することが重要です。民生委員や自治会・町内会等の地域組織との協力連携、

地域住民への高齢者虐待に関する啓発普及、保健医療福祉関係機関等との連携体制の構

築などによって、虐待を未然に防いだり、仮に虐待が起きても早期に発見し対応できる

仕組みを整えることが必要です。

（５）高齢者本人とともに養護者を支援する

在宅で養護者による虐待が起きる場合には、虐待している養護者を加害者として捉え

てしまいがちですが、介護疲れなど養護者自身が何らかの支援を必要としている場合も

少なくありません。また、他の家族等の状況や経済状況、医療的課題、近隣との関係な

ど様々な問題が虐待の背景にあることを理解しておく必要があります。

高齢者虐待の問題を高齢者や養護者のみの問題として捉えるのではなく、家庭全体の

状況からその家庭が抱えている問題を理解し、高齢者や養護者・家族に対する支援を行

うことが必要です。

（６）関係機関の連携・協力によるチーム対応

高齢者虐待の発生には、家庭内での長年の歴史を基にした人間関係や介護疲れ、金銭

的要因など様々な要因が影響しており、支援にあたっては高齢者や養護者の生活を支援

するための様々な制度や知識が必要となります。そのため、発生予防から通報等による

事実確認、高齢者の生活の安定に向けた支援にいたる各段階において、複数の関係者が

連携を取りながら高齢者や養護者の生活を支援できる体制を構築し、チームとして虐待

事例に対応することが必要です。

＜留意事項＞

その１ 虐待に対する「自覚」は問わない

高齢者本人や養護者の虐待に対する自覚の有無にかかわらず、客観的に高齢者の権利が

侵害されていると確認できる場合には、虐待の疑いがあると考えて対応すべきです。

その２ 高齢者の安全確保を優先する

高齢者虐待に関する通報等の中には、高齢者の生命に関わるような緊急的な事態もある

と考えられ、そのような状況下での対応は一刻を争うことが予想されます。

入院や措置入所などの緊急保護措置が必要な場合には、養護者との信頼関係を築くこと

ができないときでも高齢者の安全確保を最優先する必要があります。その場合、養護者に

対しては関係者からのアプローチや仲介によって信頼関係を構築したり支援を行うなど、

時間をかけた対応が必要となることもあります。

その３ 常に迅速な対応を意識する

高齢者虐待の問題は、発生から時間が経過するにしたがって虐待が深刻化することが予
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想されるため、通報や届出がなされた場合には迅速な対応が必要です。また、虐待は夜間

や休日も発生するものであるため、地域で夜間や休日においても相談や通報、届出や緊急

の保護に対応できるようにし、関係者や住民に周知する必要があります。

その４ 必ず組織的に対応する

高齢者虐待の事例に対しては、担当者一人の判断で行うことを避け組織的な対応を行う

ことが必要です。

相談や通報、届出を受けた職員は、早急に高齢者虐待担当の管理職やそれに準ずる者な

どに相談し、相談等の内容、状況から緊急性を判断するとともに、高齢者の安全や事実確

認の方法、援助の方向などについて組織的に判断していく必要があります。

特に、高齢者の安全や事実確認のための調査では、担当者一人への過度の負担を避け、

また客観性を確保するなどの視点から、複数の職員で対応することを原則とします。

その５ 関係機関と連携して援助する

複合的な問題を抱える事例に対しては、問題への対応機能を有した機関との連携が不可

欠であり、地域包括支援センターが構築する「高齢者虐待防止ネットワーク」を活用する

ことが有効です。

ネットワークの運営は地域包括支援センターの業務ですが、各機関の代表者等による会

議とともに、個別の事例に対応するための担当者レベルでのケース会議が必要となります。

ケース会議では、事例に対する援助方針やキーパーソン、各機関の役割分担、連絡体制等

を定めて援助内容を決定するとともに、定期的なモニタリングによる援助内容の評価や再

調整を行います。

その６ 適切に権限を行使する

高齢者虐待防止法では、虐待によって生命又は身体に重大な危険が生じているおそれが

あると認められる高齢者を一時的に保護するため、市町村が適切に老人福祉法の規定によ

る措置を講じ、又は成年後見開始の審判の請求をすることを規定しています（第9 条）。

高齢者の安全を最優先に考え、必要がある場合には、適切に行政権限を行使することが必

要です。

家族の意に反し措置を実施するなどの事例は数年に1 回となるなど少ない頻度となる

ことも想定されます。そういった場合でも適切に権限を発動するためには、組織内での実

施ルールの確定、予算措置、実践事例の収集や蓄積、研修など、実施を想定した体制を構

築することが望まれます。
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Ⅱ 身 体 拘 束 廃 止 に 向 け て

【指定介護老人福祉施設に係る基準省令（平成11年厚生省令第39号）第11条その他基準省令関係

条文】→岡山県条例においても規定

「当該入所者（利用者）又は他の入所者等（利用者等）の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）を行ってはならない。」

【身体拘束禁止の対象となる具体的行為】

１．ひも等を使用して身体の動きを制限する

（１）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひもで縛る。

（２）転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

（３）点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。

（４）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

２．ベルト等を使用して身体の動きを制限する。

車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型拘束帯や腰ベルト、

車いすテーブルをつける。

３．ベッド柵を使用して行動を制限する。

自分で降りられないように、ベッドを柵で囲む。

４．ミトン型の手袋等をつけて手指の動きを制限する。

点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、手

指の動きを制限するミトン型の手袋等をつける。

５．椅子などを使用して行動を制限する。

立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子を使用する。

６．つなぎ服を使用して、動きを制限する。

脱衣やおむつはずしを制限するためにつなぎ服を着せる。

７．過剰に薬を使用して行動を制限する。

行動を落ち着かせるために向精神薬を過剰に服用させる。

８．鍵をかけた部屋に隔離する。

自分で開けることのできない居室等に隔離する。

【身体拘束が「やむを得ない」と認められる３要件】

・・全て満たしてはじめて「やむを得ない」ということができる。

１．切迫性＝本人又は他の利用者の生命又は身体が危険にさらされる危険性が著しく高いこと。

２．非代替性＝身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。

３．一時性＝身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること。

以上の３要件を満たすことなく身体拘束に当たる行動制限等を行った場合、基準省令違反であ

り、虐待に当たるおそれもあります。
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身体拘束廃止に向けてまずなすべきこと－五つの方針－

～「身体拘束ゼロへの手引き」より～

【トップが決意し、施設や病院が一丸となって取り組む】

組織のトップである施設長や病院長、そして看護・介護部長等の責任者が「身体拘束廃止」を

決意し、現場をバックアップする方針を徹底することが重要です。そのためには施設長をトップ

とした「身体拘束廃止委員会」を設置し、施設・病院全体で身体拘束廃止に向けて現場をバック

アップしてください。

【みんなで議論し、共通の意識をもつ】

身体拘束の問題は、個人それぞれの意識の問題でもあります。そのため、身体拘束の弊害をし

っかり認識し、どうすれば身体拘束を廃止できるかを、トップも含めてスタッフ間で十分に議論

し、みんなで問題意識を共有していく努力が求められます。

【まず、身体拘束を必要としない状態の実現を目指す】

個々の高齢者についてもう一度心身の状態を正確にアセスメントし、身体拘束を必要としない

状態を作り出す方向を追求していくことが重要です。

問題行動がある場合も、そこには何らかの原因があるのであり、その原因を探り、取り除くこ

とが大切です。

【事故の起きない環境を整備し、柔軟な応援態勢を確保する】

身体拘束の廃止を側面から支援する観点から、転倒等の事故防止対策を併せて講じる必要があ

ります。

そのためには、転倒や転落などの事故が起きにくい環境づくり（手すりを付ける、足元に物を

置かない、ベッドの高さを低くするなど）と、スタッフ全員で助け合える態勢づくり（対応が困

難な場合について、柔軟性のある態勢の確保）が重要となります。

【常に代替的な方法を考え、身体拘束するケースは極めて限定的に】

身体拘束せざるを得ない場合についても、本当に代替する方法はないのか真剣に検討すること

が求められます。

「仕方がない」「どうしようもない」とみなされて拘束されている人はいないか、拘束されて

いる人については「なぜ拘束されているのか」を考え、まず、いかに拘束を解除するかを検討す

ることから始める必要があります。

基準省令において「生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合」は身体拘束が認めら

れていますが、この例外規定は極めて限定的に考え、全ての場合について身体拘束を廃止してい

く姿勢を堅持することが重要です。
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浸水想定区域

氾濫

～要配慮者利用施設における円滑かつ迅速な避難のために～

※ 土砂災害防止法の正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」です。

「水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号）」の施行に
より、要配慮者利用施設の避難体制の強化を図るため『水防法』及び
『土砂災害防止法』が平成29年6月19日に改正されました。

（要配慮者利用施設用）

急傾斜地

※「土砂災害警戒区域」とは、土砂災
害が発生した場合に、住民等の生命
または身体に危害が生じるおそれが
あると認められる区域であり、都道
府県知事が指定します。

とは･･･

社会福祉施設、学校、医療施設
その他の主として防災上の配慮
を要する方々が利用する施設で
す。

1 避難確保計画の作成

● 「避難確保計画」とは、水害や土砂災害が発生するおそれがある
場合における利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要
な次の事項を定めた計画です。

● 避難確保計画が実効性あるものとするためには、施設管理者等の
皆さまが主体的に作成いただくことが重要です。
● 作成した避難確保計画は、職員のほか、利用者やご家族の方々も
日頃より確認することができるよう、その概要などを共用スペース
の掲示板などに掲載しておくことも有効です。

※国土交通省水管理・国土保全局のホームページに
「避難確保計画の作成の手引き」を掲載していま
すので、計画作成の参考としてください。

※ 義務付けの対象となるのは、これら要配慮者利用施設のうち、市町村地域防災計画に
その名称及び所在地が定められた施設です。

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設※の

管理者等は、避難確保計画の作成・避難訓練の実施が義務と

なりました。

【土砂災害警戒区域の指定】

要配慮者利用施設

〔医療施設〕
・病院
・診療所
・助産所 等

※「洪水浸水想定区域」とは、河川が氾濫した場合に浸水
が想定される区域であり、河川等管理者である国または
都道府県が指定します。

【浸水想定区域の指定】

※ 市町村地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設が対象です。

要配慮者利用施設

要配慮者利用施設

〔社会福祉施設〕
・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
供する施設
・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設
・保護施設

・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター 等

〔学校〕
・幼稚園 ・義務教育学校 ・特別支援学校
・小学校 ・高等学校 ・高等専門学校
・中学校 ・中等教育学校 ・専修学校（高等課程を置くもの） 等

例
え
ば

܂ 防災体制 ➢ 避難誘導 ܂ 施設の整備 ܂ 防災教育及び訓練の実施
܂ 自衛水防組織の業務（※水防法に基づき自衛水防組織を置く場合）
܂ そのほか利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置 に関する事項

６　利用者の安全確保（防災、防犯）対策
(1) 防災対策　
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● 避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を
市町村長へ報告する必要があります。

2 市町村長への報告

3 避難訓練の実施

● 避難確保計画に基づいて避難訓練を実施します。職員のほか、
可能な範囲で利用者の方々にも協力してもらうなど、多くの方々
が避難訓練に参加することで、より実効性が高まります。

● ハザードマップを活用するなどして、水害や土砂災害に対して
安全な場所へ速やかに避難するなど、浸水想定区域や土砂災害警
戒区域などの地域の災害リスクの実情に応じた避難訓練を実施す
ることが重要です。

避難体制の確認

避難訓練の実施

職員や利用者への学習会

避難体制のより一層の強化のために、関係者が連携して取り組むことが重要です！

避難確保計画の作成

！

܂ 避難確保計画を作成しない要配慮者利用施設の管理者等に対して、市町村長が必要な指示をす
る場合があります。

܂ 正当な理由がなく、指示に従わないときは、市町村長がその旨を公表する場合があります。

施設の所在する市町村へお問い合わせください。

市町村地域防災計画（避難場所・避難経路など）・ハザードマップに関すること

国土交通省 中国地方整備局 岡山河川事務所 TEL：086-223-5101
岡山県土木部河川課 TEL：086-226-7479
岡山県土木部防災砂防課 TEL：086-226-7482

洪水浸水想定区域・土砂災害警戒区域等の指定に関すること

問い合わせ先

法改正に関すること

土砂災害防止法関係

水防法関係 国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室

国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課

TEL：03-5253-8111（代表） URL：http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/index.html

洪水浸水想定区域（国管理河川）

洪水浸水想定区域（県管理河川）

土砂災害警戒区域等
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資料１ 

土砂災害に対する備えを行うために重要な情報や情報の入手方法を記載して

います。 

各施設利用者への情報発信や各施設の避難計画の作成に利用してください。 

資料２ 

土砂災害から国民の生命を守るため、土砂災害防止法に基づき、土砂災害の

おそれのある区域について「土砂災害警戒区域」として指定を行っています。 

「土砂災害警戒区域」はおかやま全県統合型 GIS で確認できますので、各施

設の地区における土砂災害に対するリスクを確認してください。 

おかやま全県統合型 GIS 

（http://www.gis.pref.okayama.jp/pref-okayama/Portal） 

資料３ 

要配慮者利用施設を対象とした、「防災情報」に対して「求められる行動」を

示したチラシです。 

提供する電子データを印刷していただき、施設の職員や施設利用者の目につ

くところに掲示し、防災情報に対して的確な避難行動ができるよう活用してく

ださい。 
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⼟砂災害は、予測の難しい災害ですが、発⽣する場所や時間はある
程度特定することが出来ます。
⼟砂災害から⾝を守るために最低限知っておくと良い３つのこと!
1 住んでいる場所の確認!

⼟砂災害の約 6 割は、「⼟砂災害警戒区域」で発⽣しています。普段から⾃分の家が
「⼟砂災害警戒区域」にあるかどうか事前に確認しておく事が⼤事です。また、避難
場所や安全な避難経路についても事前に確認しておくことが⼤事です。
※ただし、⼟砂災害の 4 割は、「⼟砂災害警戒区域」以外でも発⽣しています。

→お住まいの地域が「⼟砂災害警戒区域」かどうか、市町村が発⾏しているハザードマップお住まいの地域が「⼟砂災害警戒区域」かどうか、市町村が発⾏しているハザ ドマップ
もしくは、おかやま全県統合型GISから確認できます。

2 ⾬が降りだしたら「⼟砂災害警戒情報」に注意する!
⼟砂災害が発⽣する多くの場合は「⼟砂災害警戒情報」が発表されています。⾬が降り
出したら、防災気象情報(⼤⾬注意報・警報、⼟砂災害警戒情報等)に注意しましょう。

→防災情報メール配信サービスを⾏っています。岡⼭県ホームページからも確認できます。

3 ⼟砂災害警戒情報が発表されたら早めに避難する!
危険な箇所に住んでいる⽅は、⼟砂災害警戒情報が出たら早めに近くの避難所などの安
全な場所に避難しましょう。また、⼟砂災害の多くは⼀階で被災しています。豪⾬など
でどうしても避難所への避難が困難なときは、次善の策として、近くの頑丈な建物の⼆
階以上に緊急避難したり、それも難しい場合は家の中でより安全な場所（例えば、がけ
から離れた部屋や⼆階）に避難しましょう。

→「⾃らの⾝は⾃らで守る」という意識を持ち、避難⽅法等について事前の備えが⼤切です

【おかやま全県統合型GIS】で検索
http://www.gis.pref.okayama.jp/map/top/

■お住まいの地域の⼟砂災害の危険性を確認するためには・・・

http://www.gis.pref.okayama.jp/map/top/
⼟砂災害警戒区域等が地図上から確認できます

裏⾯もご覧ください
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⼤⾬により⼟砂災害のおそれが⾼まったとき、県と気象台が共同
で市町村ごとに発表する防災情報を確認できます【⼟砂災害警戒情報】

http://www.bousai.pref.okayama.jp/bousai/index.jsp

■防災気象情報等を確認するためには・・・

メールによる配信も⾏っております。
http://www.bousai.pref.okayama.jp/bousai/

県HPより、「防災・災害情報」
をクリック

ドおかやま防災ポータル

⼟砂災害警戒情報を補⾜する情報として 地域の詳細

【岡⼭県⼟砂災害危険度情報】で検索
http://www.d-keikai.bousai.pref.okayama.jp/pc/

ＱＲコードおかやま防災ポ タル
より確認できます。

⼟砂災害警戒情報を補⾜する情報として、地域の詳細
な⼟砂災害発⽣の危険性をお知らせする情報です

メッシュ毎に危険度（4段階）の
着⾊表⽰

ＱＲコード

拡⼤表⽰して、⼟砂災害
危険箇所や⼟砂災害警戒
区域と重ねて確認するこ
とで、どこで⼟砂災害の
危険性が⾼まっているか
をより詳細に把握できる。

裏⾯もご覧ください
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「まさか、こんなことに・・・・・」とならないために

水害
すいがい

・土砂
どしゃ

災害
さいがい

から生命
せいめい

を守
まも

るには

※１　市町村
しちょうそん

のハザードマップ、おかやま全県
ぜんけん

統合型
とうごうがた

GISなどから、建物
たてもの

がどのような場所
ばしょ

にあるか避難
ひなん

場所
ばしょ

はどこかなどを調
しら

べることができます。

※２　気象台
きしょうだい

の発表
はっぴょう

する大雨
おおあめ

注意報
ちゅういほう

、大雨
おおあめ

警報
けいほう

や岡山県
おかやまけん

・気象台
きしょうだい

の発表
はっぴょう

する土砂
どしゃ

災害
さいがい

警戒
けいかい

情報
じょうほう

、岡山県
おかやまけん

の提供
ていきょう

する水位
すいい

の情報
じょうほう

などを岡山県
おかやまけん

のＨＰ、

　　　　ラジオ、テレビ、インターネットなどで入手
にゅうしゅ

することが早
はや

めの避難
ひなん

行動
こうどう

に役立
やくだ

ちます。

● 防災
ぼうさい

情報
じょうほう

メール配信
はいしん

サービスに登録
とうろく

すると,各種
かくしゅ

の気象
きしょう

情報
じょうほう

や避難
ひなん

情報
じょうほう

をメールで配信
はいしん

するサービスを受
う

けることができます。

検索
けんさく

サイトから「おかやま防災
ぼうさい

ポータル」で検索
けんさく

しトップメニューの「おかやま防災
ぼうさい

情報
じょうほう

メール」を選択
せんたく

するか、右下
みぎした

のＱＲコードから

空
から

メールを送信
そうしん

し、サイトの指示
しじ

に従
したが

って登録
とうろく

してください。登録料
とうろくりょう

は無料
むりょう

です。（通信料
つうしんりょう

は別途
べっと

かかります。）

要配慮者利用施設対象

© 岡山県「ももっち」
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７ 介護サービス情報の公表制度

１ 介護サービス情報の公表制度の概要

介護サービス情報の公表制度は、介護保険法に基づき、介護サービスを利用しよ

うとする者等が介護サービス事業所を主体的かつ適切に選択するための情報をイン

ターネット等により提供する仕組みとして平成１８年度から導入されました。

介護サービス事業所が国の管理するシステムに入力することにより、調査・公表

事務を運営する県の審査・公表手続を経て、インターネットを通じて公表されるこ

ととなります。

調査事務及び公表事務は、保健福祉部長寿社会課及び各事業所を所管する県民局

健康福祉部健康福祉課において実施しています。

２ 平成３０年度の運営の概要について（予定）

（１）新規事業所（一部のみなし事業所を除く。）は、「基本情報」のみを公表システ

ムにより報告します。

（２）既存事業所（基準日（４月１日)前の一年間に提供したサービスの対価として

支払いを受けた金額が１００万円を超える事業所のみ）は、「基本情報」及び「運

営情報」を公表システムにより報告します。

（３）新規及び既存事業所は、「県独自項目」及び「事業所の特色」を任意で公表す

ることができます。

（４）県が定める指針に基づき、必要に応じて調査を実施します。

（５）平成３０年度の具体的な事業運営については、平成３０年度「公表計画」を定

め、改めてお知らせします。

平成３０年度（案）

基本情報
必須項目

運営情報＜既存事業所は必須項目・新規事業所は任意項目＞
公表内容

県独自項目
任意項目

事業所の特色

調 査 調査指針に基づき知事が必要と認める場合に実施

手数料 負担なし

公表サーバー 国が一元管理するサーバーで公表

実施機関 岡山県が直接実施（長寿社会課・県民局健康福祉課）
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３ 介護サービス情報の公表制度の変更点

介護サービス情報の公表に係る事務は、平成３０年４月１日から岡山市も行うこ

ととなるため、岡山市内に所在する介護サービス事業所・施設は、岡山市の運営す

る公表システムにより各種情報を報告し、公表してください。

４ その他

事業所向け操作マニュアル及び報告サブシステム（事業所向け）ＵＲＬ等介護サ

ービス情報に関することは、下記に掲載しています。

○ 岡山県保健福祉部長寿社会課ＨＰ

＜介護保険・老人福祉関係事業者の皆様へのお知らせ＞

「介護サービス情報の公表」について

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-7669.html
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岡山県介護サービス情報の公表制度における調査に関する指針（案）

介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の３５第

３項及び健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３

０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定

による改正前の介護保険法（以下「旧法」という。）第１１５条の３５第３項の規定

による介護サービス情報の公表制度における調査の実施に関し、介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の４７の２の規定により、次のとおり調

査指針を定める。

１ 調査実施の指針

調査は、原則として、下記の場合に行うこととする。

（１）調査を希望する事業所に対しては、当該年度の県の実地指導を優先的に実施し、

実地指導と同時に調査をすることとする。

ただし、運営推進会議等に報告の上公表をしている地域密着型サービス事業所

や福祉サービス第三者評価を定期的に実施している事業所については、調査を行

わないこととする。

（２）公表内容について、利用者等から通報があり、調査において内容確認が必要で

あると判断される場合

（３）報告内容に虚偽が疑われる場合

（４）県所管事業所・施設について新規指定後初めて実地指導を行う場合

２ 調査の効果的実施

調査を効果的に実施するために、上記１（１）の当該年度の調査は、調査を希望

する旨を５月末までに、事業所を所管する県民局へ連絡してきた場合に限り実施す

る。

また、県が指定権限を有しない事業所（指定都市等が指定する事業所又は市町村

が指定する地域密着型事業所）に対しても調査をすることができるが、調査を実施

する必要がある場合には、該当の指定権者に適宜情報を提供し、連携の上、適正な

調査を行うこととする。

附則（施行期日）

この指針は、平成２４年１０月１日から施行する。

この指針は、平成３０年○月○日から施行する。
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平成30年度版(案)

介護サービスを利用しようとする者等が介護サービス事業者を主体的に選択できるように、その判断に資するための
「介護サービス情報」を、比較検討が可能な形でインターネットを通じて提供する仕組み

平成３０年度公表計画の策定   ＆ 調査指針の策定

★介護サービス情報★

〈例〉 〈例〉
　・事業所の職員体制

　・床面積、機能訓練室等の設備

　・利用料金・特別な料金

　・サービス提供時間　　　　等

国が一元管理するシステム

を活用して公表
（平成24年度から）

②事業者からの報告
1 原則、インターネットによる報告
2 １ができない場合は、

調査表に記入後、県民局へ
提出

　・介護サービスに関するマニュアルの有無

　・サービス提供内容の記録管理の有無

―任意情報―

　　「介護サービス情報」に基づく比較検討を通じて、自ら主体的に介護サービス事業者を選択

　・職員研修のガイドラインや実績の有無

　・身体拘束を廃止する取り組みの有無　　等

岡山県「介護サービス情報の公表」制度の仕組み

介護サービスの内容及び運営状況に関する情報であって、要介護者等が適切かつ円滑に介
護サービスを利用することができる機会を確保するために公表されることが必要なもの

―基本情報― ―運営情報―

長寿社会課

介護サービス事業者

介護サービス情報

公表システム

県

民

局

が

調

査

※

①

通

知

①

通

知

③

県

が

公

表

受 理

確 認

各事業所を所管する県民局

事業所の特色

サービスの内容、従業者・利用者の特色

等に関する自由記述、画像等の登載

※調査指針に基づき調査を実施

県独自項目
・成年後見制度への配慮

・人権擁護、虐待防止に係る従業者研修

・地産地消

・非常災害時の避難・救出訓練等の実施

②

事

業

者

が

報

告

利用者又はその家族等

＊従業者に関する情報公表（H27年度から）

従業者の資質向上に向けた取組状況（各種

研修、キャリア段位制度の取組等）の公表

＊雇用管理に係る情報の公表（H27年度から）

勤務時間、賃金体系、休暇制度、福利厚生、離

職率など

＊地域包括支援センター等の情報公表

（H27年10月から）

地域包括支援センター及び生活支援等

サービス情報の公表

（公表主体 市町村）

＊通所介護の宿泊サービスの公表

（H27年度から）

通所介護の設備を利用して提供され

る法定外の宿泊サービス（お泊まりデ

イ）に係る情報公表
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１　目的

　　介護保険法に基づく運営基準等において、介護保険事業者（以下「事業者」という。）は、介

　護サービスの提供による事故発生の防止並びに発生時の対応について、必要な措置が定められて

　いる。

　　しかし、介護保険施設等における介護サービス提供中の重大な事故が後を絶たず、高齢者の生

　命・身体の安全の確保が最優先の課題となっている状況である。

　　このため、介護サービスの提供に伴う事故発生の未然防止、発生時の対応及び再発防止への取

　組等について次のとおり指針を定め、もって、利用者（指定通所介護事業者が指定通所介護事業

　所の設備を利用し、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合における当該

　サービスの利用者を含む。以下同じ。）又は入所者の処遇向上を図ることを目的とする。

２　事故発生の未然防止

（１）居宅サービス事業者

　　①　利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合の対応方法について、あらかじめ

　　　定めておくこと。

　　②　管理者は、従業者に対し、事故発生の防止に関する知識等を周知するとともに、事業所外

　　　の研修等を受講させるよう努めること。

（２）施設サービス事業者

　　①　事故発生の防止のための指針を整備すること。

　　②　事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。

　　　（上記の指針、委員会及び研修についての詳細は、基準条例及び解釈通知を参照すること。）

３　事故発生時の対応

（１）居宅サービス事業者

　　①　事故の態様に応じ、必要な措置を迅速に講じること。

　　②　当該利用者の家族、県（所管県民局健康福祉部）、市町村（所在市町村及び保険者）、当

　　　該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡・報告を行うこと。

　　③　事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。

　　　（記録は５年間保存すること。）

（２）施設サービス事業者

　　①　事故の態様に応じ、必要な措置を迅速に講じること。

　　②　当該入所者の家族、県（所管県民局健康福祉部）、市町村（所在市町村及び保険者）等に

　　　連絡・報告を行うこと。

　　③　事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。

　　　（記録は５年間保存すること。）

４　事故後の対応及び再発防止への取組

（１）居宅サービス事業者

　　①　賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。

　　②　事故発生の原因を解明し、再発防止のための対策を講じるとともに、全従業者に周知徹底

　　　すること。

（２）施設サービス事業者

　　①　賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。

　　②　事実の報告及びその分析を通じた改善策を全従業者に対し周知徹底すること。

　　　（上記の報告、分析等についての詳細は、基準条例及び解釈通知を参照すること。）

８ 介護保険施設・事業所における事故等発生時の対応に係る指針
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５　県（所管県民局健康福祉部）への報告

（１）報告すべき事故の範囲

　　　報告すべき事故の範囲は、原則、以下のとおりとする。

　　①　サービス提供による利用者又は入所者の事故等

　　　ア　事故等とは、死亡事故の他、転倒等に伴う骨折や出血、火傷、誤嚥等サービス提供時の

　　　　事故により、医療機関で治療又は入院したもの及びそれと同等の医療処置を行ったものを

　　　　原則とする。（事業者側の責任や過失の有無は問わず、利用者又は入所者自身に起因する

　　　　もの及び第三者によるもの（例：自殺、失踪、喧嘩）を含む。）

　　　イ　サービス提供には、送迎等も含むものとする。

　　②　食中毒、感染症（結核、インフルエンザ他）の集団発生

　　③　従業者の法律違反・不祥事等利用者又は入所者の処遇に影響のあるもの

　　④　火災、震災、風水害等の災害により介護サービスの提供に影響する重大な事故等

（２）報告事項

　　　県（所管県民局健康福祉部）への報告は、別紙様式を標準とする。ただし、市町村で報告様

　　式が定められている場合や、別紙様式の各項目が明記されている書式がある場合には、それに

　　よっても差し支えない。

（３）報告手順

　　　事故等が発生した場合は、速やかに家族等に連絡し、県（所管県民局健康福祉部）及び市町

　　村（所在市町村及び保険者）に報告する。

　　①　第一報

　　　　死亡事故等、緊急性の高いものは、電話等により事故等発生の連絡を行い、その後、速や

　　　かに報告書を提出する。

　　②　途中経過及び最終報告

　　　　事業者は、事故処理が長期化する場合は、適宜、途中経過を報告するとともに、事故処理

　　　が完了した時点で、最終報告書を提出する。

※　参考（事故報告フロー図）

事故発生

・サービス提供による利用者の事故等

（死亡事故の他、骨折、誤嚥等）

・食中毒、感染症（結核、インフルエ

ンザ他）の集団発生

・従業者の法律違反、不祥事等

・火災、震災、風水害等の災害

事故の態様に応じ、

必要な措置を迅速に講じる

事故の状況及び

事故に際して採った処置について

記録

・家族に連絡

・死亡事故等の緊急性の高い場合は、

県（所管県民局健康福祉部）及び

市町村（所在市町村及び保険者）

に電話等により連絡

・居宅介護支援事業者に連絡

（※居宅サービスの場合）

・県（所管県民局健康福祉部）

・市町村（所在市町村及び保険者）

※第一報並びに途中経過及び最終報告

事業者

連絡

県（本庁長寿社会課）

連

絡

調

整
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（報告様式） 第１報：平成  年  月  日 

第２報：平成  年  月  日 

介護保険事業者・事故報告書
第１報（発生後速やかに報告） 

事  業  所       

名 称    ｻ ｰﾋﾞｽ種類       

所在地    電 話 番 号       

報告者    職名  氏 名 

利  用  者       氏 名      （ 男 女 ） 被保険者番号 

生年月日     明･大･昭   年  月  日（  歳） 要 介 護 度       要支援（ ）・要介護（ ） 

事故の概要       

発 生 日 時       平成  年   月   日（  ）  午前・午後  時  分 頃 

発 生 場 所       □居室 □廊下 □トイレ □食堂 □浴室 □その他（ ） 

事 故 種 別       □転倒 □転落 □誤嚥･異食 □誤薬 □失踪 □食中毒

□感染症等（ ）  □その他（ ） 

事 故 結 果       □通院 □入院 □死亡 □骨折 □打撲･捻挫 □切傷  □その他（  ） 

事故発生時の具体的状況 報告先  報告･説明日時

医師 ／  ： 

管理者   ／  ： 

担当ＣＭ   ／  ： 

家族   ／  ： 

県民局   ／  ： 

市町村   ／  ： 

  ／  ： 

第２報（第１報後２週間以内） 

事故後の対応 （利用者の状況、家族への対応等） 

損害賠償 □有（□完結 □継続） □無  □未交渉

事故の原因 

再発防止に関する今後の対応・方針 

注１ 介護サービス提供中に事故等が発生した場合に、この報告書を県（所管県民局）に提出してください。 

注２ 第２報提出時に事故対応が未完結の場合は、その時点での進捗状況や完結の見込みなどを、今後の対応・方針欄

に記載してください。なお、記入欄が不足する場合は、必要に応じ別に記載してください。 
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９ 介護職員等による喀痰吸引等の実施

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により、平成２４年４月１日から、一定の研修を受

けた介護職員等においては、医療や看護の連携による安全確保が図られていること等、一定の

条件の下で、医療行為である喀痰吸引等（たんの吸引・経管栄養）の行為を実施できるように

なりました。

１ 制度ができた背景

これまで、介護職員等によるたんの吸引等の医療行為は、当面のやむを得ない措置として

一定の要件の下に運用（実質的違法性阻却）されてきましたが、今回の社会福祉士及び介護

福祉士法の一部改正により、介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等が、業として喀

痰吸引等の行為を実施できることが法律上明記されました。

２ 制度開始

平成２４年４月１日

３ 対象となる行為

・たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）

・経管栄養（胃ろうまたは腸ろう、経鼻経管栄養）

４ 喀痰吸引等の行為を行う者

・介護福祉士（平成２９年１月以降の国家試験合格者）

・介護職員等（上記以外の介護福祉士、ホームヘルパー等の介護職員、特別支援学校教員

等）

５ 喀痰吸引等の行為の実施場所及び実施者

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等の施設や、在宅（訪問介護事業所等からの訪問）

などの場において、介護福祉士や、認定を受けた介護職員等のいる登録事業者により実施さ

れます。

６ 喀痰吸引等の行為の従事者、事業所等の登録手続等

登録研修機関にて一定の研修を修了した介護福祉士及び介護職員は、認定特定行為業務従

事者として、認定証の交付を受けた上で、また、上記の職員が所属する事業所は、特定行為

事業者として、県の登録を受けた上で、喀痰吸引等の行為を行うことができます。

７ お問い合わせ先

入所系施設・事業所（不特定多数の者対象）… 長寿社会課（長寿社会企画班）

086-226-7326
在宅系事業所（特定の者対象） … 障害福祉課（福祉推進班）

086-226-7362
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○制度に関する資料

制度の概要については、下記のサイトを参照ください。

厚生労働省ホームページ内 ＜喀痰吸引等（たんの吸引等）の制度について＞

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/tannokyuuin/index.html

○実質的違法性阻却について

１ 実質的違法性阻却とは

たんの吸引・経管栄養は医療行為に該当し、医師、看護職員のみが実施可能ですが、例

外として、本人の文書による同意、適切な医学的管理等一定の条件下で、介護職員等によ

る実施が認められてきました。

２ 経過措置及び経過措置対象者の認定特定行為業務従事者申請について

実質的違法性阻却により、現に喀痰吸引等を行っている者は、その行為ごとに、必要な

知識及び技術を習得していることについて県に申請を行い、認定証が交付されることによ

り引き続き必要な知識及び技能を修得してる範囲において、喀痰吸引等の行為が可能にな

ります。

○介護職員等が喀痰吸引を行うには

１ 介護職員等に対する研修について

喀痰吸引等の行為を実施する場合には、県又は登録研修機関が行う一定の研修を修了す

る必要があります。研修には、特別養護老人ホームなどの施設において不特定多数の利用

者に対して喀痰吸引等の行為を行う「不特定多数の者対象研修」と、在宅や特別支援学校

等において特定の利用者に対して喀痰吸引等の行為を行う「特定の者対象研修」の２種類

があります。

＜不特定多数の者対象研修＞については長寿社会課ホームページへ

http://www.pref.okayama.jp/page/420175.html
＜特定の者対象研修＞については障害福祉課ホームページへ

http://www.pref.okayama.jp/page/264436.html
２ 認定特定行為業務従事者の認定について

研修を修了した者は、県へ「認定特定行為業務従事者」の認定申請を行い、認定証の交

付を受ける必要があります。

３ 登録特定行為事業者の登録について

認定特定行為業務従事者が所属する福祉・介護サービス事業所は、「登録特定行為事業

者」として県へ登録申請を行う必要があります。

○登録研修機関について

介護職員等に対する研修（「不特定多数の者対象」及び「特定の者対象」）を実施しよう

とする個人・法人は、「登録研修機関」として県へ登録申請を行う必要があります。

○岡山県からの通知等

・違法性阻却による介護職員等の喀痰吸引等の実施にかかる経過措置の扱いについて（通知）

（平成 24年 1月 27日保福第 592号）
・違法性阻却による介護職員等の喀痰吸引等の実施にかかる認定特定行為業務従事者認定証

（経過措置）交付申請書の添付書類について（平成 24年 2月 7日事務連絡）

通知の参照等、詳しくは岡山県保健福祉部長寿社会課のホームページから

http://www.pref.okayama.jp/soshiki/35/

＜介護職員等による喀痰吸引等（たんの吸引等）について＞

http://www.pref.okayama.jp/page/420171.html
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類
型
　
②

た
ん

の
吸

引

口
腔

内
た

ん
の

吸
引

鼻
腔

内
口

腔
内

気
管

ｶ
ﾆ
ｭ
ｰ

ﾚ
内

部

厚
生

労
働

省
実

施
※

民
間

研
修

機
関

へ
委

託

実
施

回
数

5
回

以
上

ケ
ア

の
種

類

指
導

者
講

習
基

本
研

修
実

地
研

修

医
師

の
指

示
及

び
、

実
地

対
象

者
又

は
家

族
の

同
意

の
も

と

指
導

看
護

師
：
看

護
師

講
 師

：
医

師
、

看
護

師

ケ
ア

の
種

類
実

施
回

数

1
0
回

以
上

2
0
回

以
上

2
0
回

以
上

登
録

特
定

行
為

事
業

者
（
H

2
4
年

度
～

）
登

録
喀

痰
吸

引
等

事
業

者
（
H

2
8
年

度
～

）

　
　

※
講

義
修

了
後

、
　

 　
　

筆
記

試
験

実
施

施
設

、
事

業
所

等
登

録
研

修
機

関

講
習

（
講

義
、

演
習

）

伝
達

講
習

講
義

演
習

指
導

実
地

指
導

介
護

職
員

介
護

職
員

実
習

５
０

時
間

演
習

医
師

、
看

護
師

→
講

師
、

指
導

看
護

師

指
導

者
講

習
を

受
講

し
た

看
護

師
等

が
講

師
と

な
り

、
厚

労
省

実

施
の

講
習

と
同

等
の

内
容

に
よ

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

ー

登
録

介
護

職
員

看
護

職
員

指
示

連
携

連
携

の
指

示

登
録

認
定

特
定

行
為

業
務

従
事

者
（
H
24

年
度

～
）

医
師

利
用

者
（
実

地
対

象
者

）

別
紙

参
照

別
紙

参
照

た
ん

の
吸

引
等

の
実

施

口
腔

内
気

管
ｶ
ﾆ
ｭ
ｰ

ﾚ
内

部
鼻

腔
内

経
管

栄
養

気
管

ｶ
ﾆ
ｭ
ｰ

ﾚ
内

部
胃

ろ
う

又
は

腸
ろ

う

経
管

栄
養

経
鼻

経
管

栄
養

胃
ろ

う
又

は
腸

ろ
う

経
鼻

経
管

栄
養

救
急

蘇
生

法

※
人

工
呼

吸
器

装
着

者
に

対
す

る
喀

痰
吸

引
が

　
 必

要
な

場
合

に
は

、
別

途
実

地
研

修
を

行
う

※
演

習
は

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

ー
が

必
要

5
回

以
上

1
回

以
上

5
回

以
上

5
回

以
上

5
回

以
上

5
回

以
上

※
人

工
呼

吸
器

装
着

者
に

対
す

る
喀

痰
吸

引
が

　
 必

要
な

場
合

に
は

、
別

途
演

習
を

行
う

2
0
回

以
上

2
0
回

以
上

※
指

導
看

護
師

は
各

プ
ロ

セ
ス

で
評

価
を

実
施

※
指

導
看

護
師

は
各

プ
ロ

セ
ス

で
評

価
を

実
施

※
指

導
看

護
師

が
実

習
全

て
に

立
会

の
う

え
実

施

2
0
回

以
上

医
師

、
看

護
師

→
講

師
、

指
導

看
護

師

施
の

講
習

と
同

等
の

内
容

に
よ

り
実

施

講
習

（
講

義
、

演
習

）

利
用

者

※
全
て
の
行
為
を
修
了

し
た
場
合
は

　
研
修
類
型
①
と
な
る
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（別
紙
） 

講
義
１

 
介
護
職
員
等
に
よ
る
た
ん
の
吸
引
等
の
実
施
に
つ
い
て

 

・
制
度
の
概
要

 

講
義
２

 
介
護
職
員
等
に
よ
る
た
ん
の
吸
引
等
の
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
つ
い
て

 

・
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
研
修
テ
キ
ス
ト
概
説

 

講
義
３

 
た
ん
の
吸
引
の
ケ
ア
実
施
に
つ
い
て
【
講
義
】 

・
「
た
ん
の
吸
引
が
必
要
な
利
用
者
の
ケ
ア
に
関
す
る
知
識
・
技
術
」
に
お
け
る
指
導
上

の
ポ
イ
ン
ト

・
「
た
ん
の
吸
引
の
指
導
、
評
価
」
の
手
順

講
義
４

 
経
管
栄
養
の
ケ
ア
実
施
に
つ
い
て
【
講
義
】 

・
「
経
管
栄
養
が
必
要
な
利
用
者
の
ケ
ア
に
関
す
る
知
識
・
技
術
」
に
お
け
る
指
導
上
の

ポ
イ
ン
ト

・
「
経
管
栄
養
の
指
導
、
評
価
」
の
手
順

講
義
５

 
た
ん
の
吸
引
の
ケ
ア
実
施
に
つ
い
て
【
演
習
】 

・
「
た
ん
の
吸
引
が
必
要
な
利
用
者
の
ケ
ア
に
関
す
る
知
識
・
技
術
」
の
確
認

 
・
「
た
ん
の
吸
引
の
指
導
、
評
価
」
の
実
際

 
・
「
人
工
呼
吸
器
」
の
指
導
の
際
の
留
意
点

 

講
義
６

 
経
管
栄
養
の
ケ
ア
実
施
に
つ
い
て
【
演
習
】 

・
「
経
管
栄
養
が
必
要
な
利
用
者
の
ケ
ア
に
関
す
る
知
識
・
技
術
」
の
確
認

 
・
「
経
管
栄
養
の
指
導
、
評
価
」
の
実
際

 
・
「
Ａ
Ｅ
Ｄ
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー
」
の
指
導
の
際
の
留
意
点

 

講
義
７

 
安
全
管
理
体
制
と
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て

 
・
ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ
ト
、
ア
ク
シ
デ
ン
ト
報
告
の
意
義
と
実
際

 
・
事
故
発
生
の
防
止

 

講
義
８

 
施
設
、
事
業
所
に
お
け
る
体
制
整
備
に
つ
い
て

 
・
ケ
ア
実
施
に
必
要
な
体
制
整
備
の
概
要
と
各
職
種
の
役
割

 
・
体
制
整
備
の
実
際

 

質
疑
応
答

 

項
 

目
 

時
間

 

1
 人
間
と
社
会

 
1
.5

 

2
 保
健
医
療
制
度
と
チ
ー
ム
医
療

 
2
.0

 

3
 安
全
な
療
養
生
活

 
4
.0

 

4
 清
潔
保
持
と
感
染
予
防

 
2
.5

 

5
 健
康
状
態
の
把
握

 
3
.0

 

6
 高
齢
者
及
び
障
害
児
・
者
の
「
た
ん
の
吸
引
」
概
論

 
1
1
.0

 

7
 高
齢
者
及
び
障
害
児
・
者
の
「
た
ん
の
吸
引
」
実
施
手
順
解
説

 
8
.0

 

8
 高
齢
者
及
び
障
害
児
・
者
の
「
経
管
栄
養
」
概
論

 
1
0
.0

 

9
 高
齢
者
及
び
障
害
児
・
者
の
「
経
管
栄
養
」
実
施
手
順
解
説

 
8
.0

 

講
  
義

  
時

  
間

  
合

  
計

 
5
0
.0

 

基
本
研
修
（講

義
）の

内
容
及
び
時
間
数
（5

0
時
間
） 
【対

象
者
：介

護
職
員
】 

指
導
者
講
習
・プ
ロ
グ
ラ
ム
（２
日
間
で
実
施
） 
【対

象
者
：看

護
師
等
】 
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